
 

 

1｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2025-02-27｜Copyright ©2025 NLI Research Institute All rights reserved 

 

 

韓国の出生率が 0.75に改善 

2015年以降 2023年まで 8年連続低下し続けていた韓国の合計特殊出生率（以下、出生率）が 2024

年には９年ぶりに上昇する見込みだ。韓国政府が 2月 26日に公表した統計資料によると、韓国の 2024

年（暫定）の出生率は 0.75となり､2023年の 0.72を上回った。2024年に生まれた子どもの数も 23万

8300人で、2023年より 8,300人増加（前年比 3.6％増）すると推計された。 

 

図表 1 韓国における合計特殊出生率の推移 

  
出所）韓国統計庁「2024 年人口動向調査出生・死亡統計（暫定）」（2025 年 2 月 26 日発表）より筆者作成  
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韓国の出生率が改善された理由は？ 

なぜ韓国の出生率は改善されたのか。最初にその理由として考えられるのは、2012年以降減少して

いた婚姻件数が、2023年に増加へと転じたことである。韓国における婚姻件数は、1996年に 434,911

件でピークに達した以降、減少傾向に変わり、新型コロナウイルスの感染が拡大された 2021 年には

192,507 件で初めて 20 万件を下回った。さらに、2022 年の婚姻件数は 191,690 件まで減少し、19 万

人を切ることが懸念されたが、幸いに 2023年の婚姻件数は 2022年より 1,967件増加した。 

 

図表 2 韓国における婚姻件数の推移 

 
出所）韓国統計庁「2023 年婚姻・離婚統計」より筆者作成 

 

それを年齢階層別に見ると、男女ともに「20～24歳」と「25～29歳」の婚姻件数は前年と比べて減

少したものの、30代以降の婚姻件数は増加した（ただし、女性の「45～49歳」は減少）。 

 

図表 3 韓国における年齢階層別婚姻件数 

 
出所）韓国統計庁「2023 年婚姻・離婚統計」より筆者作成 
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さらに、新型コロナウイルスの感染拡大以降、大きく減少していた外国人との婚姻件数が 2022年以

降再び増加し、2023年には前年と比べて約 3万件増加した。これは、新型コロナウイルス感染症の収

束に伴い、外国人の韓国入国時の入国制限が緩和されたことが一因であるだろう。 

 

図表 4 韓国における婚姻件数の推移 

 
 出所）韓国統計庁「2023 年婚姻・離婚統計」より筆者作成 

 

また、1954 年から 1963 年の第１次ベビーブームに生まれた世代の子どもたちがすべて 30 歳を超

え、子どもを出産する年齢になったことも出生率が改善された一因として考えられる1。 

さらに、韓国政府の少子化対策、特に経済的支援やワーク・ライフ・バランスを支援する政策が出

生率の改善に影響を与えた可能性がある。大統領が委員長を務める低出産・高齢社会委員会は、2024

年 6月 19日に委員会を開催し、「低出産傾向反転のための対策」という少子化対策を発表して以来、

毎月関連する対策を発表している。最近の代表的な対策を例として挙げると以下の通りである。 

 

最近の代表的な少子化対策 

● 「初めての出会い利用券」の支給金額拡大 

「初めての出会い利用券」は、2020 年 12 月に発表された第 4 次低出産・高齢社会基本計画の中核

事業である「乳幼児期集中投資事業」の一環として導入された制度であり、出生初期の養育費負担を

緩和することを目的としている。 

この制度により、2022年 1月 1日以降に第一子が生まれた場合、親に対して 200万ウォンがバウチ

ャー（国民幸福カード）として支給された。さらに、2024年からは第二子以上の場合、バウチャーの

 
1 平均初婚年齢は男性 34.0歳、女性 31.5歳となり、前年と比べて男性は 0.3歳、女性は 0.2歳上昇した。また、10年前の

2013年と比較すると、男性は 1.8歳、女性は 1.9歳上昇しており、晩婚化が一層進行している。 



 

 

4｜               ｜ニッセイ基礎研レポート 2025-02-27｜Copyright ©2025 NLI Research Institute All rights reserved 

金額が従来の 200万ウォンから 300万ウォンに引き上げられた。例えば、双子が生まれた場合、第一

子には 200万ウォン、第二子には 300万ウォンが支給され、合計 500万ウォンのバウチャーが提供さ

れる。 

使用期限は、子どもの出生日（出生届を提出し、住民登録番号2が付与された日）から 1年間であり、

未使用の場合は自動的に無効となる。 

「初めての出会い利用券」は、遊興業、風俗業、マッサージなどの衛生業（美容室を除く）、レジャ

ー業、アダルトグッズなどの購入には使用できないが、オンラインショッピングを含め、幅広い業種

での利用が可能である。 

2023年現在、「初めての出会い利用券」の主な使用先は、 

• 「産後調理院」3：48.4%（最も多い） 

• 育児用品：15.5% 

• 医療費：14.6% 

• 飲食費：13.7% 

• 生活用品：5.3% 

であることが確認された。 

 

● 「6+6親育児休業制度」を実施 

韓国政府は従来の「3+3 親育児休業制度」4を 2024 年から、「6+6 親育児休業制度」に拡大実施して

いる。「6+6 親育児休業制度」とは、育児休業を取得する親の中でも、生まれてから 18 カ月以内の子

供を養育するために同時に育児休業を取得した父母に対して、最初の 6カ月間について育児休業給付

金として父母両方に通常賃金の 100％を支給する制度である（韓国における通常賃金は、基本給と各

種手当で構成されており、変動性の賃金（手当）は除外される。通常賃金は、時間外・休日労働手当

や退職金を計算するための基準となる）。 

この制度を実施してから、育児休業の取得者数が大きく増加した。特に男性の育児休業取得者数が

増加し、2002年 78人に過ぎなかった男性の育児休業取得者数は、2024年には 41,289人まで増加し、

 
2 住民登録番号は、原則として出生申告時に付番される。住民登録番号の目的は、住民の身元確認を通じた生活の利便性向

上および行政の効率化の 2つにある。住民登録番号は 1人につき 1つの番号が割り当てられ、生涯を通じて変更されること

はない。現在、住民登録番号は 13桁で構成されており、その内訳は以下のとおりである。 

• 最初の 6桁：生年月日 

• 次の 1桁：性別 

• 次の 4桁：地域番号 

• 次の 1桁：出生申告順位（同一の生年月日・性別・地域番号を持つ者の識別用） 

• 最後の 1桁：検証番号 

なお、住民登録番号は韓国籍を持つ者のみに付番される。 
3 「産後調理院」とは、産後の母体ケアに特化した施設であり、食事の提供をはじめ、マッサージやヨガなどのケア、さら

に赤ちゃんと母親の身の回りの世話までを総合的に行う施設である。韓国の保健福祉部が 2024年に実施した「2024年産後

調理実態調査」によると、「産後調理院」を利用した産母の平均滞在日数は 12.6日、費用は平均 286.5万ウォンであること

が明らかになった。 

4 「3+3 親育児休業制度」とは、生まれてから 12 カ月以内の子供を養育するために父母が同時に育児休業を取得した場合、

最初の 3カ月間について育児休業給付金として父母両方に通常賃金の 100％を支給する制度だ。 
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全育児休業取得者のうち男性が占める割合も同期間に 2.1%から 31.6％まで上昇した。育児休業を取

得した男性が増加したことにより、一部の女性の育児や家事に対する負担が軽くなった可能性がある。 

 

図表 5 男女別育児休業取得者と全育児休業取得者のうち男性が占める割合 

 
出所）雇用労働部（雇用保険 DB 資料）より筆者作成 

 

図表 6 「3+3 親育児休業制度」と「6+6 親育児休業制度」の比較 

 
出所）雇用労働部ホームページより筆者作成 

 

● 代替人材雇用時の助成金を増額 

一方、ワーク・ライフ・バランスの実現に伴う中小企業の負担を軽減するため、中小企業が出産休

暇・育児期の労働時間短縮に伴う代替人材を新しく雇用した際の助成金を従来の 80万ウォンから 120

2022年～2023年 2024年以後

名称 3+3親育児休業制度 6+6親育児休業制度

対象
生まれてから12カ月以内の子供を養育するた

めに父母が同時に育児休業を取得した場合

生まれてから18カ月以内の子供を養育するた

めに父母が同時に育児休業を取得した場合

対象期間 育児休業を取得してから最初の3カ月間 育児休業を取得してから最初の6カ月間

一人当たり支給額 通常賃金の100％ 通常賃金の100％

一人当たり支給上限額

最大300万ウォン

1カ月200万ウォン

2カ月250万ウォン

3カ月300万ウォン

最大450万ウォン

1カ月200万ウォン

2カ月250万ウォン

3カ月300万ウォン

4カ月350万ウォン

5カ月400万ウォン

6カ月450万ウォン
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万ウォンに引き上げた。また、育児休業制度を利用する労働者が生じた際の業務を代替するための仕

組みとして、新規雇用を行うか派遣労働者を使用する事業主に対しても助成金を新設・支給している。 

喜ばしいことに、全出生児のうち、第 2子が占める割合が上昇している。全出生児のうち第 2子が

占める割合は 2018年の 37.6%から 2024年第 1四半期には 31.7％まで低下したものの、その後反転し、

2024 年第２四半期には 32.6％に、同年第 3 四半期には 32.5％まで上昇した。第 2 子が占める割合が

上昇したことは、韓国政府の少子化対策やワーク・ライフ・バランス支援策などが効果を出し始めた

と解釈することもできる。 

 

企業や宗教団体の少子化対策も出生率改善に効果を 

企業の少子化対策も、出生率の改善に寄与した可能性がある。建設会社ブヨングループは、2021年

から従業員が子どもを出産した際に、1 人あたり 1 億ウォン（約 1100 万円）の出産奨励金を支給し、

大きな話題となった。男性・女性従業員を問わず、条件なしで支給され、2024年には 28人に対し 28

億ウォンが支給された（2021年から 2024年までの累計支給額は 98億ウォン）。 

また、建設管理およびプロジェクト管理サービスを提供するハンミグローバルは、従業員に第 3子

が生まれると、入社年数に関係なく職位が一段階昇格する制度を設けた。 

さらに、錦湖（クモ）石油化学は、従来の出産祝い金（第一子 50万ウォン、第二子 100万ウォン、

第三子以上 100万ウォン）を、2024年から第一子 500万ウォン、第二子 1000万ウォン、第三子 1500

万ウォン、第四子以上 2000万ウォンに大幅に引き上げた。 

企業のみならず、宗教団体も少子化対策に乗り出している。 70万人以上の信徒を擁する世界最大

級のメガチャーチである汝矣島純福音教会は、出産祝い金として第一子 500万ウォン、第二子 1000万

ウォン、第三子 1500万ウォン、第四子以上 2000万ウォンを支給している。 

このような企業や宗教団体による破格の出産祝い金の支給は、韓国政府の税制度改定にも影響を与

えた。韓国政府は 2024年 3月に「企業が職員に支給する出産支援金は、子どもが 2歳になるまでは金

額にかかわらず全額非課税とする」法案をまとめ、企業側の少子化対策を後押ししている。 

 

今後も出生率は上昇し続けるだろうか？ 

では、韓国の出生率は今後も上昇し続けるのだろうか。男性が育児休業を取得し、育児に積極的に

関与するなど、意識の変化が少しずつ進んでいることは、希望を持てる要素の一つである。また、今

後、第 2 次ベビーブーム世代（1964 年から 1973 年生まれ）の子どもたちが結婚適齢期を迎えること

から、出生率が上昇する可能性も十分に考えられる。しかしながら、そのためには多くの課題を克服

する必要がある。 

まず、子育て世帯への支援だけでなく、未婚率や晩婚率の改善に向けた対策を強化する必要がある。

出生率の改善には、子育て世帯への支援はもちろんだが、婚姻件数の増加も重要な要素だからである。

また、労働市場のミスマッチを解消し、安定的な雇用を提供するための政策も求められる。そのため

には、大学中心の教育システムを見直し、より実践的な職業教育を充実させることが必要だ。 

さらに、男女間の賃金格差、出産や育児によるキャリアの中断、ガラスの天井など、結婚を妨げる

諸問題を改善することにより、女性が安心して長期的に労働市場に参加できる環境を整えるべきだ。
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加えて、ビッグデータを活用し、若者の意識を正確に把握した上で、効果的な少子化対策を講じるこ

とが求められる。 

これらの課題以外にも、改善すべき点はまだ多く残されている。今後、韓国は政治的混乱を乗り越

え、与党・野党の枠を超えて少子化対策について真剣に議論すべきである。それこそが、出生率を改

善するための近道となるかもしれない。 

 

本資料記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と完全性を保証するものではありません。 
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